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「
国
家
戦
略
特
区
」
制
度
の
現
状
と
問
題
点

「
国
家
戦
略
特
区
」
の
概
要

「
国
家
戦
略
特
区
」
の
概
要

住
民
の
意
思
が
反
映
さ
れ
な
い

住
民
の
意
思
が
反
映
さ
れ
な
い

　

現
在
、
話
題
の
加
計
学
園

問
題
で
舞
台
と
な
っ
た
「
国

家
戦
略
特
区
」
の
問
題
点
に

つ
い
て
、
い
く
つ
か
指
摘
し

た
い
。

　

ま
ず
「
国
家
戦
略
特
区
」

制
度
の
概
要
で
あ
る
。
国
家

戦
略
特
区
は
、
正
式
に
は

「
国
家
戦
略
特
別
区
域
」
と

い
い
、
２
０
１
３
年
12
月
に

成
立
し
た
国
家
戦
略
特
別
区

域
法
が
根
拠
法
で
あ
る
。

　

第
一
条
に
は
目
的
が
以
下

の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い

る
。

　

「
こ
の
法
律
は
、
我
が
国

を
取
り
巻
く
国
際
経
済
環
境

の
変
化
そ
の
他
の
経
済
社
会

情
勢
の
変
化
に
対
応
し
て
、

我
が
国
の
経
済
社
会
の
活
力

の
向
上
及
び
持
続
的
発
展
を

図
る
た
め
に
は
、
国
が
定
め

た
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お

い
て
、
経
済
社
会
の
構
造
改

革
を
重
点
的
に
推
進
す
る
こ

と
に
よ
り
、
産
業
の
国
際
競

争
力
を
強
化
す
る
と
と
も

に
、
国
際
的
な
経
済
活
動
の

拠
点
を
形
成
す
る
こ
と
が
重

要
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
国

家
戦
略
特
別
区
域
に
関
し
、

規
制
改
革
そ
の
他
の
施
策
を

総
合
的
か
つ
集
中
的
に
推
進

す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を

定
め
、
も
っ
て
国
民
経
済
の

発
展
及
び
国
民
生
活
の
向
上

に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と

す
る
。」

　

こ
れ
ま
で
の
特
区
制
度
で

は
、
地
方
自
治
体
か
ら
の
提

案
を
政
府
が
吟
味
し
認
定
す

る
と
い
う
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
型

で
あ
っ
た
が
、
安
倍
内
閣
の

国
家
戦
略
特
区
は
、
国
が
ま

ず
規
制
改
革
の
メ
ニ
ュ
ー
を

用
意
し
、
そ
れ
に
見
合
っ
た

事
業
提
案
を
し
た
区
域
を
指

定
す
る
と
い
っ
た
ト
ッ
プ
ダ

ウ
ン
型
と
い
え
る
。
現
在
、

特
区
に
認
定
さ
れ
て
い
る
の

は
東
京
圏
（
東
京
都
、
神
奈

川
県
、
千
葉
県
成
田
市
、
同

千
葉
市
）、
関
西
圏
（
大
阪

府
、
兵
庫
県
、
京
都
府
）、

新
潟
市
、
養
父
市
、
福
岡

市
、
沖
縄
県
、
仙
北
市
、
仙

台
市
、
愛
知
県
、
広
島
県
、

今
治
市
、
北
九
州
市
と
な
っ

て
い
る
。

　

規
制
改
革
メ
ニ
ュ
ー
は
各

地
で
異
な
る
。
東
京
圏
で
は

「
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
拠
点
」、

関
西
圏
で
は
健
康
・
医
療
分

野
に
お
け
る
「
国
際
的
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
拠
点
」、
新
潟

市
や
養
父
市
で
は
「
新
た
な

農
業
モ
デ
ル
の
拠
点
」、
福

岡
市
・
北
九
州
市
で
は
「
解

雇
規
制
緩
和
に
よ
る
企
業
促

進
の
拠
点
」、
沖
縄
県
で
は

「
国
際
観
光
拠
点
」
等
、
そ

れ
ぞ
れ
の
地
域
が
拠
点
を
形

成
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て

い
る
。

　

医
療
・
農
業
・
教
育
・
雇

用
・
都
市
計
画
等
に
関
す
る

規
制
が
岩
盤
規
制
で
あ
り
、

成
長
戦
略
、
地
方
創
生
の
障

害
で
あ
り
、
そ
れ
を
突
破
す

　

２
０
１
２
年
、
韓
国
政
府

は
経
済
自
由
区
域
に
関
す
る

事
業
評
価
を
実
施
し
た
。

　

85
地
域
で
評
価
を
行
っ
た

結
果
事
業
が
良
好
と
し
た
の

は
約
半
分
47
地
域
だ
っ
た
。

ま
た
外
資
の
誘
致
に
関
し
て

は
、
２
０
０
３
年
か
ら
２
０

１
３
年
の
10
年
間
で
経
済
自

由
区
域
に
投
入
さ
れ
た
外
資

は
そ
の
期
間
に
韓
国
全
土
に

入
っ
て
き
た
外
資
の
６
パ
ー

セ
ン
ト
で
あ
っ
た
。
国
家
的

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
約
13

兆
円
投
じ
ら
れ
た
が
当
初
の

目
論
見
を
大
き
く
下
回
る
成

果
だ
っ
た
。

　

２
０
１
３
年
９
月
に
設
置

　

東
京
都
の
ア
ジ
ア
ヘ
ッ
ド

ク
ォ
ー
タ
ー
特
区
と
い
う
特

区
制
度
が
今
年
３
月
で
終
了

し
た
が
、
今
後
制
度
を
更
新

し
て
い
く
ど
う
か
は
未
定
と

い
う
こ
と
だ
。
こ
の
特
区

は
、「
国
際
戦
略
総
合
特
別

区
域
の
一
つ
と
し
て
平
成
23

年
に
国
の
指
定
を
受
け
ま
し

た
。
ア
ジ
ア
地
域
の
業
務
統

括
拠
点
や
研
究
開
発
拠
点
の

よ
り
一
層
の
集
積
を
目
指

さ
れ
た
上
海
市
の
自
由
貿
易

試
験
区
に
お
い
て
も
、
外
資

誘
致
は
苦
戦
し
て
い
る
と
言

わ
れ
て
い
る
。

　

途
上
国
（
た
と
え
ば
カ
ン

ボ
ジ
ア
）
に
設
置
さ
れ
て
い

る
特
区
と
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
競
争
に
、
上
海
市
と
い
え

ど
も
勝
て
な
く
な
っ
て
い
る

と
い
う
こ
と
だ
。
ま
し
て

や
、
途
上
国
に
比
べ
格
段
に

人
件
費
の
高
い
韓
国
が
外
資

誘
致
に
成
功
す
る
た
め
に
は

規
制
緩
和
の
レ
ベ
ル
を
上
げ

る
必
要
が
あ
る
が
、
国
内
の

法
制
度
を
無
視
し
て
は
で
き

な
い
。

の
で
し
ょ
う
」
と
い
う
こ
と

だ
。

　

大
阪
府
に
お
い
て
も
同
様

な
成
長
特
区
制
度
が
あ
る
。

「
大
阪
府
内
の
成
長
特
区
地

域
に
進
出
し
、
新
エ
ネ
ル
ギ

ー
や
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
に

関
す
る
事
業
を
行
っ
た
場

合
、
地
方
税
を
軽
減
し
ま

す
。
府
外
か
ら
成
長
特
区
に

新
た
に
進
出
の
場
合
、
法
人

二
税
は
５
年
間
ゼ
ロ
＋
５
年

間
は
１
／
２
（
最
大
の
場

合
）。
不
動
産
取
得
税
は
事

業
計
画
認
定
後
３
年
以
内
に

取
得
し
た
対
象
不
動
産
に
か

か
る
不
動
産
取
得
税
を
最
大

ゼ
ロ
に
し
ま
す
」
と
し
て
い

る
。
今
の
と
こ
ろ
（
５
月
１

日
現
在
）
９
つ
の
認
定
企
業

が
紹
介
さ
れ
て
い
る
が
、
い

ず
れ
も
内
国
法
人
で
あ
る
。

　

途
上
国
に
お
い
て
成
長
の

起
爆
剤
と
し
て
威
力
を
発
揮

す
る
特
区
制
度
だ
が
、
経
済

的
に
成
熟
し
て
い
る
日
本
の

よ
う
に
国
に
お
い
て
特
区
制

度
が
成
功
す
る
（
経
済
成
長

に
つ
な
が
る
）
の
は
難
し

い
。
理
由
と
し
て
外
資
誘
致

が
見
込
め
な
い
こ
と
、
及
び

外
資
に
代
わ
り
国
内
企
業
が

　

国
家
戦
略
特
区
制
度
の
大

き
な
問
題
点
と
し
て
、
特
区

制
度
に
よ
り
影
響
を
受
け
る

地
域
住
民
が
、
事
前
に
も
事

後
に
お
い
て
も
意
見
を
さ
し

は
さ
む
こ
と
が
で
き
な
い
こ

と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

加
計
学
園
の
獣
医
学
部
新

設
を
め
ぐ
っ
て
は
、
今
治
市

（
菅
良
二
市
長
）
の
住
民
、

黒
川
敦
彦
氏
ら
４
氏
が
、
同

学
部
建
設
用
地
（
総
額
37
億

円
相
当
）
を
市
が
無
償
で
譲

渡
し
、
建
設
補
助
金
最
大
96

億
円
の
支
給
を
決
め
た
こ
と

を
違
法
と
し
て
、
同
市
の
監

査
委
員
会
に
住
民
監
査
請
求

を
行
っ
た
が
、
現
状
は
、
一

自
治
体
に
と
っ
て
巨
額
の
事

業
に
な
っ
て
い
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
直
接
住
民
側
に
事

業
の
是
非
に
つ
い
て
物
申
す

手
段
が
な
い
。

　

今
治
市
に
限
ら
ず
、
医

療
、
農
業
、
民
泊
等
地
域
住

民
の
生
活
に
と
っ
て
様
々
な

問
題
が
出
て
き
て
い
る
中
、

地
域
住
民
は
た
だ
受
け
身
を

強
い
ら
れ
る
今
回
の
特
区
制

度
に
つ
い
て
、
住
民
意
思
不

在
と
い
う
大
き
な
問
題
が
あ

る
。 

（
終
わ
り
）

進
出
す
れ
ば
、
国
内
の
他
地

域
の
資
本
、
雇
用
が
失
わ
れ

る
こ
と
に
な
り
、
地
域
間
格

差
を
広
げ
る
だ
け
の
結
果
に

終
わ
る
、
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

る
。

し
、
東
京
の
中
心
部
に
設
け

た
６
つ
の
エ
リ
ア
で
外
国
企

業
誘
致
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
進

め
て
い
ま
す
」
と
し
て
税
制

（
地
方
税
を
ほ
ぼ
全
額
免
税

す
る
）
な
ど
の
優
遇
措
置
を

定
め
て
い
た
が
、
誘
致
さ
れ

た
外
資
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ

た
と
い
う
こ
と
だ
。
東
京
都

の
担
当
者
か
ら
聞
い
た
話
で

は
「
外
資
に
と
っ
て
は
ま
だ

ま
だ
ハ
ー
ド
ル
が
高
す
ぎ
た

る
先
兵
と
し
て
特
区
が
位
置

づ
け
ら
れ
る
。

地
域
独
自
の
特
区
制
度

地
域
独
自
の
特
区
制
度

  

―
―
東
京
と
大
阪
の
事
例

―
―
東
京
と
大
阪
の
事
例

特
区
構
想
は
成
功
し
て
い
る
か

特
区
構
想
は
成
功
し
て
い
る
か

  

―
―
海
外
の
状
況

―
―
海
外
の
状
況

（参考）国際戦略総合特区（国家戦略特区制度の前年に成立した制度）内における
地域独自の税制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特区名 地方公共
団体名

地域独自の
税制優遇措置 内容

グリーンア
ジア国際戦
略総合特区

福 岡 県 不動産取得税の
課税免除

・ 建物とその敷地（対象建物に係る部分）の不動産取得税
（税率：建物４％、土地：３％）を免除

北九州市 固定資産税の課
税免除

・ 建物・構築物とその敷地、研究開発用機械設備等の固定
資産税（税率：1.4％）を３年間免除

福 岡 市
固定資産税、都
市計画税の課税
免除

・ 家屋およびその附属設備、構築物ならびに機械装置、器
具備品の固定資産税（税率：1.4％）および都市計画税
（税率：0.3％）を３年間免除

アジア
No.1航空
宇宙産業
クラスター
形成特区

愛 知 県 不動産取得税の
課税免除、軽減

・ 建物とその敷地（対象建物に係る部分）の不動産取得税
（税率：建物４％、土地：３％）を免除、軽減

名古屋市 法人市民税の課
税軽減 ・法人市民税（均等割、所得割）を一律５％減税

安 城 市 固定資産税の課
税軽減

・ 中小企業および個人事業者が新たに取得する機械装置、
器具備品の固定資産税（税率：1.4％）を、取得後２年
間、95％減税（2014年１月１日取得分まで）

瑞 浪 市 固定資産税の課
税免除

・ 建物・構築物とその敷地の固定資産税（税率：1.4％）を
３年間免除

つくば国際
戦略総合特
区

茨 城 県

法人事業税の課
税免除

・ 県内に事業所等を新設・建設し従業員が５人以上増加し
た場合、当該事業所等の新増設に伴って増加した従業員
数の割合に応じて、３年間法人事業税を課税免除

不動産取得税の
課税免除

・ 県内に事業所等を新設・建設し従業員が５人以上増加し
た場合、建物とその敷地（対象建物に係る部分）の不動
産取得税（税率：建物４％、土地：３％）を免除

つくば市 固定資産税、都
市計画税の課税

・ 機械装置、家屋とその敷地に係る固定資産税（税率：
1.4％）および都市計画税（税率：0.3％）を最長３年間
免除・実証試験用の土地を提供した者に対し、固定資産
税および都市計画税を最長３年間減免

関西イノベ
ーション国
際戦略総合
特区

大 阪 府

法人府民税法人
事業税 ・ 特区に新たに進出する場合５年間ゼロ＋５年間1/2

不動産取得税 ・ 事業計画認定後３年以内に取得した特区事業用不動産の
場合はゼロ

出典：税理士法人プライスウォーターハウスクーパース「2014年版国家戦略特区における税制上の支援措置」より


